
   電気自動車導入費補助金交付要綱 

（総則） 

第１条 脱炭素社会の実現及び市内の産業の発展を目的として、市内において

電気自動車の普及を促進するため、事業者が行う電気自動車の導入に係る経

費に対する補助金の交付については、補助金等交付規則（昭和47年横須賀市

規則第33号。以下「規則」という。）に定めがあるもののほか、この要綱の

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 (１ ) 事業者 法人格を有する民間団体又は個人事業者をいう。ただし、自動

車の製造又は販売に係る事業を主たる事業として営んでいる者を除く。 

 (２ ) 電気自動車 搭載された電池によって駆動される電動機を原動機とする

自動車で、当該自動車に係る道路運送車両法（昭和26年法律第 185号）の

規定による自動車検査証に、当該自動車の燃料が電気であることが記載さ

れているものをいう。 

（３）可搬型給電器 電気自動車の駆動用バッテリーの電力を取り出して交流 

100ボルトの電源に変換することができ、かつ、非常用電源等として持ち 

運ぶことができる装置（一般社団法人次世代自動車振興センターがクリー

ン エ ネ ル ギ ー 自 動 車 導 入 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 （ 平 成 29年 ４ 月 ３ 日 付

20170310財製第７号）の規定による補助を受けて行う、外部給電器導入に

要する経費の一部を助成する事業において対象となる装置に限る。）をい

う。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次のいずれかに該当するも

のとする。 

 (１ ) 電気自動車を新たに購入する事業者のうち、次に掲げる要件全てに該当

するものであること。 

ア 市内に事業所を有すること。 

イ  営 業 用 と し て 主 と し て 市 内 で 事 業 の 用 に 供 す る た め に 電 気 自 動 車

（市内に生産拠点を有する事業者が製造したものに限る。）を導入する

こと。 

 

 



ウ 導入する電気自動車が初めて道路運送車両法第４条の規定により自動

車登録ファイルに登録を受けるものであること。 

エ 導入する電気自動車の保管場所が市内にあること。 

オ  可搬型給電器を導入する場合にあっては、その保管場所が市内にあ

ること。 

カ 市税を滞納していないこと。 

キ 個人事業者にあっては、横須賀市暴力団排除条例（平成24年横須賀市

条例第６号）第２条第３号に規定する暴力団員でないこと。 

ク 法人にあっては、横須賀市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴 

力団でないこと及び当該法人の役員が同条第３号に規定する暴力団員で

ないこと。 

 (２ ) リース契約により新たに電気自動車の導入を行う事業者は、次のいずれ

にも該当すること。 

  ア  リース契約における使用者は、前号に掲げる要件全てに該当するもの

であること。 

イ リース契約において、新たな電気自動車を４年以上継続して使用する

ものとしていること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、電気自

動車の車両本体及び附属品の購入費並びに事業の用に供するために必要な車

両の改造に係る費用とする。ただし、電気自動車の車両本体の購入の日の属

する年度と同一の年度内に可搬型給電器を購入する場合は、可搬型給電器本

体の購入費を補助対象経費に含めるものとする。 

２ この要綱の規定による補助金と同様の趣旨の他の補助金等の交付（国、県  

その他団体によるものを含む。）を受けている場合は、補助対象経費からそ  

の額を除くものとする。  

３ 第３条第２号に該当する場合、この要綱の規定による補助金の額は、リー

ス契約における使用者に対して交付することとする。 

（補助金額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、別表に定める額とする。ただ

し、電気自動車１台（前条第１項ただし書の場合にあっては、電気自動車１

台及び可搬型給電器１台）に係る補助対象経費の額が別表に定める額を超え

ない場合は、当該補助対象経費の額とする。 

（交付申請） 



第６条 補助金等交付申請書に添付する書類については、規則第４条第２号に 

規定する書類は省略するものとし、同条第３号に規定するその他参考となる

書類は、次のとおりとする。 

 (１ ) 登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（法人の場合に限る。）。ただし、  

  補助金の交付申請を行う者が、当該交付申請を行う日の属する年度と同一  

  の年度（以下この号において「同一年度」という。）に行ったこの要綱に  

  基づく補助金の交付の申請に係る補助金等交付申請書に添付された登記簿 

  謄本若しくは履歴事項全部証明書又は同一年度に市長が別に定める申請に 

  おいて提出した登記簿謄本若しくは履歴事項全部証明書の記載内容と変更 

  がない場合は、省略することができる。 

 (２ ) 住民票及び直近の確定申告書の写し又はそれに代わる証明（個人事業者

の場合に限る。） 

（３）自動車検査証の写し 

 (４ ) 電気自動車に係る見積書等の写し 

（５）可搬型給電器に係る見積書等の写し（第４条第１項ただし書の場合に限

る。） 

 (６ ) 電気自動車の保管場所を示すもの 

 (７ ) 市税の納付を証する書類。ただし、補助金の交付を受けようとする者  

  が、市長が補助金の交付の決定に必要な限度において当該者の市税の納付  

  に関する事項について調査することに同意する場合は、省略することがで  

  きる。 

 (８ ) 補助金の交付を受けようとする者の氏名、氏名のふりがな、住所、生年

月日及び性別（以下この号及び次号において「氏名等」という。）を記載

した書類（個人事業者の場合に限る。ただし、補助金等交付申請書に当該

者の氏名等の記載がある場合は、省略することができる。） 

 (９ ) 役員の氏名等を記載した一覧表（法人の場合に限る。） 

(10) 第３条第２号に該当する場合は、リース契約に係る契約書類の写し（契

約書にはリース期間、リース料金、車両（登録番号、車台番号等）等が記

載されていること。） 

(11) その他市長が必要と認める書類 

（実績報告） 

第７条 規則第10条に規定する市長の定める書類は、次のとおりとする。 

 (１ ) 当該事業に係る領収書、契約書等の写し 

 (２ ) 第４条第２項に規定する補助金等の交付を受けている場合には、その交



付の決定を証する書類の写し 

（３）電気自動車が保管場所にあることを示す写真 

（４）可搬型給電器が保管場所にあることを示す写真（第４条第１項ただし書

の場合に限る。） 

（財産処分の制限） 

第８条 規則第15条ただし書の規定による市長が定める期間は、電気自動車は

４年、可搬型給電器は３年とする。 

２ 前項の期間の始期は、電気自動車は道路運送車両法の規定により自動車の

登録を受けた日、可搬型給電器は納品日とする。 

（その他の事項） 

第９条 この要綱の施行について必要な事項は、環境政策担当部長が定める。 

   附  則  

 この要綱は、平成22年３月４日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成26年８月18日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

   附  則  



 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、令和６年５月10日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 



別表（第５条関係） 

区分 補助金額 

 

車両のみ購入 

 

 

車 両 １ 台 につ き 20万円 。 た だ し 、

こ の 要 綱 に基 づ く 補助 金 の 交 付 を

受 け た 車 両の 代 替 とな る 車 両 を 購

入 す る 場 合 は 、 １ 台 に つ き 10 万

円。 

 

 

車両及び可搬型給電器の購入 

 

 

車 両 １ 台 及び 可 搬 型給 電 器 １ 台 に

つ き 、 合 計 30万 円 。た だ し 、 こ の

要 綱 に 基 づく 補 助 金の 交 付 を 受 け

た 車 両 の 代替 と な る車 両 を 購 入 す

る 場 合 は 、車 両 １ 台及 び 可 搬 型 給

電器１台につき、合計20万円。 

 

 

 

 

 


